
予算要求資料
平成28年度9月補正予算　　　支出科目　款：総務費　項：総務管理費　目：一般管理費　　　
	事業名　熊本地震被災地支援職員派遣費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　総務部財政課管理調整係　電話番号：058-272-1111（内2155 ）

　　　　　　　E-mail： c11105@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　       ７７０千円（現計予算額：   ５，５９９千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	現　計

予算額
	5,599
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,599

	補　正

要求額
	770
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	770

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	



２　要求内容
（１）要求の趣旨
　熊本地震の被災地支援として、国や全国知事会からの要請に基づき、職員を
被災地域に派遣する。
（２）事業内容
　①被災建築物応急危険度判定士の派遣（建築指導課）
・期間　４月２２日～４月２６日、４月２５日～４月２９日

・編成　各２０名、延べ４０名（うち県職員１６名）
　　・活動地域　熊本市、益城町

　　・活動内容　被災建築物応急危険度判定の実施（判定件数１，１３２件）

②被災宅地危険度判定士の派遣（建築指導課）
・期間　４月２２日～４月２６日
・編成　６名（うち県職員２名）

・活動地域　熊本市
・活動内容　被災宅地危険度判定の実施（判定件数４２件）
③避難所支援等の派遣（人事課）

・期間　　４月２４日～５月末
　　・編成　　５名（県職員５名）
・活動地域　熊本県阿蘇郡南阿蘇村
・活動内容　避難所運営支援や家屋調査補助業務
　追加④家屋被害認定２次調査支援職員の派遣（人事課）
・期間　　７月１９日～８月４日

　　・編成　　２名（県職員２名）

・活動地域　熊本県菊池郡大津町

・活動内容　家屋被害認定２次調査の支援等

（３）県負担・補助率の考え方

・国や全国知事会からの要請を受けて県が主体となって行う。

（４）類似事業の有無

・無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	5,027
	各判定士派遣旅費　1,051
避難所等支援職員派遣旅費　3,326
追加家屋被害認定２次調査支援職員派遣旅費　650

	需用費
	569
	各判定士派遣経費　消耗品216、レンタカー燃料費223

避難所等支援経費　消耗品100、公用車燃料費　30

	役務費
	87
	各判定士派遣経費　公用携帯電話22　　
避難所等支援経費　公用携帯電話、物品運送料65

	使用料
	686
	各判定士派遣経費　レンタカー借上686

	合計
	6,369
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・熊本地震にかかる被災地支援のため職員を派遣


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	派遣要請に基づき職員を派遣するため。



（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	・被災自治体は災害対応で職員が不足するため、要請に基づく県職員の派遣は必要性が高い

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	・人命に関わる二次的被害を防止するため、余震などによる建築物の倒壊や宅地の危険性等の判定活動は有効性が高い



	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	


（次年度の方向性）
	


　事業評価調書を除く要求資料は、それぞれの項目について補足する資料を用意するなどして、原則２頁にコンパクトに記載してください。


　なお、当該要求資料には「別紙のとおり」「別添のとおり」などの記載はお控えください。








